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川越市マスコットキャラクター ときも 
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 かつて、都市化が進む前、降った雨水は地中に浸透し、急速に河川等へ流入することはありませんでした。ところ

が、昭和30年代以降、急速に都市化が進み、畑や田んぼだったところは、コンクリートやアスファルトに姿を変え、雨

水が地中に浸透することなく、急速に河川等へ流入するようになり、水害発生の危険性が高まりました。 

 そうした中で、水害の危険性を減らすために、河川の改修などによる治水施設の整備による「河川対策」とともに、

流域において雨水を地中に浸透させる、一時的に溜めるなどの方法により、河川への流出量を抑制する「流域対策」

の両面から水害を防ぐ対策が行われるようになりました。その考え方を「総合治水対策」といいます。 

  

 

 

この要綱は、雨水対策事前協議申請書を作成するにあたり、計算の方法や必要な添付書類についてまとめ

た冊子です。 
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 川越市の対策量は、下表となっています。（対策量は敷地面積に対する抑制量） 

 

対 策 量 
開発規模 対策基準 

1.0ha 以上 950m3/ha 

0.05ha～1.0ha 500m3/ha 

 

 

 

 

 

 

お願い：埼玉県と雨水対策について協議を行う際には、河川課宛に協議書の写しを１部提出願います。 

 

 

 

浸透施設の場合、計画対象降雨 50mm/hr としたとき、32mm/hr（開発面積≧1.0ha）、17mm/hr（開発面積＜

1.0ha）を浸透させれば、流出抑制対策の目標とする対策量 950m3/ha（開発面積≧1.0ha）、500m3/ha（開発面

積＜1.0ha）と同等の治水効果を発揮することが計算上で確認されています。そのため、屋根面積は敷地に対して

64％、34％以上の規模とし、所定の屋根面積率を下回る場合は、貯留を併用することが望ましいと言えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

６４％ ３４％

雨　50mm/hr

 

対策量について 
 

 

対策量の規模について 
 

※新規の開発で面積が 1.0ha 以上の場合は、埼玉県雨水流出抑制施設の設置等に関する条例により、

埼玉県県土整備部河川砂防課への申請および届出が必要になります。 

〒350-9301 埼玉県さいたま市浦和区高砂 3-15-1  

県土整備部 河川砂防課 （TEL : 048-830-5120） 

浸透量＝50mm/hr×0.64 

   ＝32mm/hr≒950m3/ha 

浸透量＝50mm/hr×0.34 

   ＝17mm/hr≒500m3/ha 
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雨水対策施設には、大きく分けて「浸透施設」と

「貯留施設」があります。 

浸透施設には「浸透トレンチ」、「浸透井」、貯留

施設には「貯留槽」、「表面貯留」などがあります。 

 

■浸透トレンチ 

浸透トレンチとは、掘削した溝に砕石を充填した

後、その中に浸透管を埋設し、これに雨水を導くこ

とにより砕石を通して地中に雨水を浸透させる施

設です。 

 

 

■浸透井 

浸透井とは、砂礫層に達するまで井戸を建込

み、砂礫層を通じて雨水を浸透させる施設です。 

 

 

 

 

 

■貯留槽 

貯留槽とは、地下に雨水を貯留できる空間を作り、そ

こに雨水を流入させ、一時的に貯留する施設です。製

品型のタイプも市販されています。 

 

 

 

 

■表面貯留 

表面貯留とは、調整池や、あるいは敷地全体を薄い

池のようにするなど、敷地の表面に雨水を一時的に貯留

する方法です。 

 

 

 

 

 

 

 

雨水対策施設の種類 
 

貯留槽の例 

表面貯留の例 

※ここでは、主な対策施設を紹介しています。その他の施設を検討されている方は、河川課までお問い

合わせください。 

浸透トレンチの例 

浸透井の例 
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 雨水対策施設の規模は、雨水対策対象面積を基に決定されます。原則として、雨水対策対象面積は、開発面

積（敷地面積）となります。雨水対策対象面積は、次のように決定されます。 

■ケース１ 新規開発等の場合 

雨水対策対象面積は、開発面積全体になります。 

 

 分譲住宅における開発道路部分は、道路環境整備課での指導になります。河川課への申請において

は、開発道路の面積は、雨水対策対象面積から控除してください。 

 分譲住宅において、雨水対策の対象となる面積は開発面積全体です。道路環境整備課での指導の開

発道路以外のもの、「ゴミ置場、公園、未利用地」などについては雨水対策対象面積に含まれます。 

 各分譲宅地の面積が異なる場合は、各分譲宅地の面積に応じた規模以上の雨水対策施設を各分譲宅

地に設置してください。 

■ケース２ 既存施設への増改築・個人住宅等の増改築の場合 

既存施設において増改築等をする場合、個人住宅の場合には、対策量の基準を用いて、段階的な対応として

屋根面積に応じた対策量とすることが可能です。その際、雨水対策対象面積は、次式で決定されます。 

開発面積が 1.0ha 以上の場合 

     

 

   開発面積が 1.0ha 未満の場合 

     

 

 

 

 

 

 

 

 なお、ケース２で部分的な対策を行っている敷地におきましては、今後、増改築が発生した際にも、

雨水対策対象面積の積み重ねが敷地面積に達するまでは、同じく雨水対策の指導対象となります。 

 

※  本要綱が規定する雨水対策事前協議申請書の提出が必要となる行為は、開発区域の面積が 500 ㎡以上

の開発行為のほか、500 ㎡以上の敷地での建築物の建築行為や、500 ㎡以上の農地を新たに駐車場や資

材置き場として整備する場合などの土地利用の変更に伴い、雨水が敷地外に流出する可能性のある行為を

含みます。 

 

 

 個人住宅は、分譲住宅とは異なります。分譲住宅はケース１です。 

 屋根面積は、軒先まで含めた投影面積です。建築面積とは異なりますので、ご注意ください。 

 既に対象地全体に対して雨水対策が完了していれば、既存施設に影響がない限り、新たな対策は必要あり

ません。 

 

雨水対策対象面積 
 

注 意 点 

 

屋根面積率＝ 
 

ですので、上記の式は 
 

雨水対策対象面積（Sr）＝開発面積（ha）×      ÷0.64(0.34) 
 

＝屋根面積÷0.64(0.34)  

と変換できます。 

雨水対策対象面積（Sr）＝開発面積（ha）×屋根面積率÷0.64 

雨水対策対象面積（Sr）＝開発面積（ha）×屋根面積率÷0.34 

屋根面積 

開発面積 

屋根面積 

開発面積 

分譲住宅の場合の注意点 
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 浸透トレンチは、下記の式を用いて算出します。 

①で算出した必要な浸透面積（浸透トレンチの面積）から、控除するのであれば②で算出した浸透桝の控除面

積を引き、浸透トレンチ幅で割ることで、必要な浸透トレンチ長が算出されます。なお、計算にあたっては、まるめを

行う場合、小数点以下第３位を四捨五入してください。 

 

 

 

 

■① 「必要な浸透面積」の算出 

 必要な浸透面積(浸透トレンチの面積)は、下記の式を用いて、雨水対策対象面積・浸透トレンチ水深から算出し

ます。 

※ 雨水対策対象面積については、３ページを参照してください。 

※ 下記の式で用いる雨水対策対象面積は、ヘクタールに換算し、使用してください。 

 

   開発面積が 1.0ha 以上の場合 

     （浸透トレンチ水深＝1.0m） 

     （浸透トレンチ水深＝1.3m） 

開発面積が 1.0ha 未満の場合 

     （浸透トレンチ水深＝1.0m） 

     （浸透トレンチ水深＝1.3m） 

 

■② 浸透桝の控除面積の算出 

 浸透トレンチに使用する桝は、条件を満たすものを使用することで、①で算出した必要な浸透面積から桝の浸透

面積を控除することが出来ます。控除を行うのであれば、下記の図の網掛け部分の面積が控除面積になります。 

 

●底面浸透桝の場合 

 底面から浸透する桝を使用し、計画水深まで砕石を入れることによって、桝の底面積を必要な浸透面積から控

除することが出来ます。 

 

 

浸透トレンチの必要長の計算について 
 

 ①必要な浸透面積(m2) – ②浸透桝の控除(m2) 
───────────────────────────────────────────────── 

③浸透トレンチ幅(m) 
必要浸透トレンチ延長（m）＝

必要な浸透面積（m2）＝634×雨水対策対象面積（ha） 

必要な浸透面積（m2）＝488×雨水対策対象面積（ha） 

必要な浸透面積（m2）＝334×雨水対策対象面積（ha） 

必要な浸透面積（m2）＝257×雨水対策対象面積（ha） 
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●側面浸透桝の場合 

 底面と側面から浸透する桝を使用し、計画水深まで砕石を入れ、桝の外の面から100mm以上砕石を入れれば、

周りの砕石の面積を控除できます。（範囲は下図を参照ください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■③ 浸透トレンチ幅 

 浸透トレンチ幅は、０．５ｍ～０．８ｍです（条件により、０．５ｍ～１．２ｍです。詳しくは６ページをご参照ください。） 

 

 

 開発面積＝1234.56m2、浸透桝はφ300底面浸透桝４基、浸透トレンチ水深＝1.3m、 

浸透トレンチ幅＝0.8m とした場合 
 

※開発面積を ha に換算

) 

 

水深＝1.3ｍであるので、「必要な浸透面積（m2）＝257×雨水対策対象面積（ha）」を用いる。 

トレンチ幅は、0.8m であるので、 

 

 

 

 

 

–

計算例 

–

注意：開発面積の ha 換算において

は四捨五入をしないでください 




